
市町村財政比較分析表(平成21年度普通会計決算)
静岡県 長泉町
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財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[121,588円]

類似団体内順位

110/139
全国市町村平均

115,856
静岡県市町村平均

109,946

(円)

400,000

300,000

200,000

100,000

0

283,238

69,276

107,151
101,733103,696104,138111,008

H21H20H19H18H17

121,588
120,838121,091117,043118,309

給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [99.0]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [6.54人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [10.3%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [-%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

長泉町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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分析欄
【財政力指数】
近年、財政力指数1.2以上を維持しており、今後も現状の水準を維持する。

【経常収支比率】
予算編成時に70％前後に収まるように心がけており、今後も人件費の削減や公債費の抑制に
努めることで、義務的経費を抑え、現状の水準を維持する。

【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】
集中改革プラン等により人件費は削減しているものの、物件費については　各種緊急雇用創出
事業の実施やルミナスストリート整備事業（防犯灯高照度化事業）により、増加しているが、短
期的な増加要因であるため、今後は適正化することが見込まれる。

【ラスパイレス指数】
今後も人事院勧告をもとに適正化に努める。

【将来負担比率】
平成13年度以降、地方債については、公債費の元金以下に抑えることにより、地方債残高を減
少させてきた結果、今年度、将来負担比率は発生しなかった。今後も財政の健全化に努める。

【実質公債費比率】
過去に実施した大型事業や、ＰＦＩ方式による最終処分場の建設・運営などにより類似団体とほ
ぼ同位置にあるが、債務負担行為で取得した大規模用地の償還がまもなく終わるため、今後は
適正化が見込まれる。

【人口1,000人当たり職員数】
現在、類似団体平均とほぼ同位置にあるが、今後も適正化に努める。
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